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１ 研究の目的と背景
本研究の目的は，１）ネットワーク組織に代表される水平的組織間関係によ
る製品開発が従来型の組織と比べて製品開発に関する能力が高いポテンシャ
ルを持っていると考えられるか，２）そうであればネットワーク組織の特徴を
生かしたどのような製品開発マネジメントが高いパフォーマンスを得ること
が可能となるのかを既存研究とケース研究を通じて可能性を探ることにあ
る。本論においては以降，水平的組織間関係とネットワーク組織を概略同等
の意味で使用する。
製品開発コストマネジメント研究ⅰ）における企業間関係に関する一つの視
点は，取引関係といった従来からある垂直的な組織間関係に関するもので
あった。一方，近年水平的な関係にある組織間の関係に注目が集まってい
る。水平的な組織間の関係とは，例えば共同開発，サプライチェーンマネジ
メント，アウトソーシングといった複数の組織が比較的対等な関係を持った
組織間関係を指す。水平的な関係においては，垂直的な関係とは異なる組織
間の機能や役割が期待できる。製品開発の分野では，かつては大企業が自社
内で多額の資金を用いて行うスタイルが一般的であったが，現在は複数の企
業が協力して製品開発を行い，成果を上げているケースが増えてきている。
製品開発における水平的組織間
コントロールシステム
ⅰ）コントロールシステムあるいはマネジメントシステムという概念のなかでコスト
マネジメントはその概念の一部である。本論においては，両者を対象としている。
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研究開発投資のリスクを分散させるという目的以外にも，開発製品に高い革
新性が求められ，知財の競争が起こっているからである（Chesbrough H.
W.;２００３，石倉;２００９）ⅱ）。
社会の進展に伴い，新しいイノベーションの方法が進み，それに伴って製
品開発領域におけるコストマネジメント研究の貢献が待たれている一方，組
織間関係に関する管理会計研究において現時点で多くの研究蓄積があるとは
言えない。本研究では，このような新しい製品開発競争環境において，ネッ
トワーク組織，コントロールシステムが望ましい成果を生み出せるのか，ど
のような組織間関係に水平的な関係にある複数組織間による製品開発が優れ
た成果を得るために，製品開発コストマネジメントがどのように貢献できる
のかという点について，その可能性を既存の文献レビューを通じて明らかに
する。
２ ネットワーク組織に関する複数の学問領域からの視点
ネットワーク組織に関する研究は，近年経済学や社会学においてそれぞれ
独自の展開があるⅲ）。経営学においても研究がされ始めている段階である
が，まず近隣の学問からその成果をまとめることが研究の早道であると思わ
れる。
ネットワーク組織の特性やメカニズムに関する研究の概要を以下に整理し
てみる。
ⅱ）Chesbrough（２００３）は，イノベーションのプロセスは，組織内で製品開発が完
結するクローズド・イノベーションから，組織外のイノベーションを有機的に結
びつけ，価値を創造するオープン・イノベーションへ移行しているとしている。
石倉（２００９）は，アップルコンピュータ，P&G，イーライリリー，ボーイング，
ザインエレクトロニクスといった企業が社外の組織との関係を活用して製品開発
を行っていることを示した。彼女はこのような組織間関係をオープン・システム
と名付け，新たな価値の創造や，自由度・柔軟性・スピードを高め，ニーズにき
め細かく対応できるとしている。
ⅲ）ネットワーク組織に関する研究は，中間組織論，連結の経済性，柔軟な専門分化
論，ルース・カップリングな組織構造，自己組織性，学習する組織と持続的競争
優位といった飛来分野で行われているが，本論においてはコントロールシステム
に関する仮説導出を意図したため，詳しくは触れなかった。
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柔軟な専門分化論（Piore and Sabel, 1984; 朴２００３）は，市場動向に対し
て多様で柔軟，機動的に対応できる多品種少量生産のメカニズムを明らかに
した。今井ほか（１９８２）は，市場と，大企業組織の中間形態として中間組織
論を提唱している。中長期の目標を共有し，計画的に，開発・生産・販売を
協力して行う複数の企業間ネットワークが機能している。宮沢（１９８８）は，
連結の経済性という概念でネットワーク組織のメカニズムを明らかにしてい
る。情報・ノウハウの共有・活用により，資源の総和を超えた相乗効果を生
み出すことができる。メカニズムとしては，ネットワークを通じた経営資源
の共有化，共有した知識・技術の多重利用が可能となること，さらに業際化
の進展自体が新たな経済価値を生むとしている。今田（２００５）は，自ら新た
な構造や秩序を創造的に生成・変化させやすい性質を，自己組織性という概
念で説明している。
組織社会学者と呼ばれるStark（２００９）は，IT関連のスタートアップ企
業，証券ディーラーなどの組織を観察し，対立する価値基準を持った組織間
において異分野の境界を乗り越えた統合がイノベーションを生み出すとして
いる。
経済社会学においては，組織を分析する視点の中で比較的インフォーマル
な組織を重視している（中野,２０１１）。これは近年の従来の経営学では比較
的重視されていない視点である。
寺本（１９９０）は，組織内部の個々の要素が穏やかに結合し，環境変化に合
わせて組み換え可能になるルース・カップリングな組織構造がネットワーク
組織の特性であるとしている。寺本（１９９０）やWatkins and Marsick
（１９９３）は，製品開発に高度な革新性を求められる社会においては，ネット
ワーク型の組織は適合性が高く，有利であるとしている。かれらは複数の組
織が緩く結合している組織をネットワーク組織と呼び，その自由さが柔軟性
の高さや革新性の高さにつながるからであるとしている。以上のような研究
の成果から，ネットワーク組織による製品開発がそのほかの従来型の組織と
比べて製品開発に関する能力が高いポテンシャルを持っていると考えてもよ
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いであろう。
さらに，ネットワーク組織を分析する手法であるグラフ理論も進展してい
る。社会ネットワーク理論においては，グラフ理論を基礎とし，ネットワー
ク組織の様々な特性をコンピュータ上で評価することも可能となってきてい
る。本研究においても，これらの成果を用いる。
３ 組織間関係の理論
組織間関係に関する研究の中のいくつかの理論は，ネットワーク組織のメ
カニズムを裏付けるものであると考えられるので，簡単に紹介する。
資源依存理論では，組織の資源に希少性があるため，組織の生存に必要な
資源を外部の組織から獲得する必要があると考える。一方で，組織は自律性
を保持しようとし，他組織への依存をできるだけ回避しようとする傾向があ
る。他の特定の組織との関係に強く依存してしまうと，それに影響力や権力
を持たれてしまうことになると考えるからである。よって，組織は他の組織
への依存度を下げ，他の組織の自らの依存度を高めることで，自組織の権力
を強化する戦略を展開するという。
新制度学派組織論においては，組織は他の組織や社会とのネットワークを
通じて文化的な影響を受けながら生きていく存在であると考える。組織メン
バー間や組織間における間主観的な相互作用を通じた文化的な意味の共有を
進め，内面的な理解を進める社会的プロセスが市場競争やビジネス的な協
力関係においても秩序形成を進めるという重要な役割を果たしている
（DiMaggio and Powell, 1983）。ある組織が社会文化的に支配的な規則や秩
序，価値観，組織構造や行動の様式をまねることは，支配的な文化を受容す
ることになり，社会的に正当な存在と思われ，信頼されるため，長期的な生
存に有効である。組織が文化環境との間での相互作用を通じて影響を受け，
組織の構造や行動の様式，規則や目標が類似したものになっていく。これを
制度的同型化という（Zucker,１９８７）。経済取引に関する文化・価値・行動
がネットワークを通じて共有され，発達していく（Powell,１９９０）。
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組織生態学においては，企業は基本的に柔軟に変化できる存在ではなく，
環境に適応的な仕組みを持つ企業のみが生き残りやすいと考える。複数の企
業組織の群れ（組織個体群：産業，地域産業クラスターなど）を分析対象と
し，組織個体群のあり方が個別の企業組織の生存に影響する（Jaffee,
２００１）。ネットワークの持つ構造的な内部歓声が，組織の進化に影響を与え
ると考える（Kim et al,２００６）。
取引費用経済学では，人間や企業が限られら時間的制約の中で取引を行う
場合，すべての選択肢について考えつくして最善の結果を得ることはできな
いという限定された合理性に基づいて意思決定を行っているとみなす。継続
的な取引が必要であり，かつ取引の情報や条件が不完備な契約となる場合
は，企業同士が継続的な協力関係（関係的契約）を構築し，事後的に問題解
決や調整を行うことが効果的となる（今井,１９８２）。継続的な組織間関係の
経済性（関係特殊的技能）の効果や収益をもたらす構造（関係的準レント）
があるとした（浅沼,１９８４; Aoki,１９８８）。
社会ネットワーク理論は，ネットワークの観点から組織を分析する理論的
立場である。企業は組織間ネットワークを通じて，産業，企業グループなど
の共有する文化や価値，考え方，行動のパターンの影響を受ける（Gulati
and Gaugiulo,１９９２）。多くの経済活動は社会に埋め込まれており，ネット
ワークを通じて社会文化，社会規範や社会構造の影響を受けている
（Granovetter,１９９２）。
４ 会計研究におけるネットワーク組織の既存研究レビュー
Håkansson and Lind（２００７）は，組織間関係における会計研究をレビュー
したものである。最初にこの論文をベースにしながら本研究にとって必要な
研究成果に焦点を当て，当該研究領域の概要をレビューする。
組織間関係における会計研究は比較的多くある。そこで，焦点を絞るため
既存研究を垂直的な組織間関係と水平的な組織間関係，および２組織間関係
とネットワーク組織間の関係の２軸で分類し，検討する（表１参照）。
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表１ 組織間関係の分類
ネットワーク組織とは，３組織以上の組織間関係によって構成されるもの
とする。また，本研究では水平的な組織間関係を持ち，かつネットワーク組
織における製品開発を主たる研究対象とするが，３組織以上から構成される
ネットワーク組織に限定することはせず，２組織間関係についても検討する
ことにする。その理由は，ネットワーク組織に限定してしまうと既存研究が
非常に少ないこと，またそれ以上に２組織間関係に関する既存研究であって
もネットワーク組織間の研究に多くの示唆を得られると考えられるからであ
る。
A領域に該当する研究は，バイヤー＝サプライヤー間の関係である。もっ
とも一般的な関係であるが，現在の研究対象はB領域に移ってきている。B
領域は新しい提携関係やアウトソーシングである。C領域は，アッセンブラ
とサプライヤー関係のように１対多の関係等が考えられるが，A領域を含
め，ここでは詳細な検討は行わないこととする。D領域は本研究の中心とな
る領域である。以下では，A，BとD領域について，代表的な研究を取り上
げたうえで，これらの研究から得た知見をまとめることにする。
A領域
Ittner et al.（１９９９）らは，自動車産業とコンピュータ産業におけるサプ
ライヤー関係の文献研究の結果，優れた選択と監視を行う精巧なサプライ
ヤー関係を持つことがパフォーマンスを高めていることを発見した。さら
に，価格以外の項目の重視，サプライヤーとの頻繁な会議，戦略計画プロセ
スへのサプライヤーの参画，サプライヤーの認証プログラムが企業のパ
フォーマンスを増加させ，他方サプライヤーとの距離を置いた関係での選択
と監視では，パフォーマンスを高められなかったことを見出した。
Van der Meer-Kooistra and Vosselman（２０００）は，２組織間の関係にお
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いて，３種のコントロールパターンがあることを明らかにした。
B領域
Cooper and Slagmulder（２００４）は，コマツ（小松製作所）と東洋ラジエー
ター（現株式会社ティラド）の製品開発において，お互いに相当量の情報を
シェアしていることを明らかにしている。Carr and Ng（１９９５）は，日産が
協力会社とどのようにクロスファンクショナルチームを作り上げることに専
念しているかを記述している。
２組織間の会計実務において見出された成果として，Håkansson and Lind
（２００７）がある。彼らは企業の境界を越えた情報共有が重要であると指摘し
ている。この共有される情報とは，財務的かつ非財務的で量的かつ質的な情
報である。情報共有の方法は，書類であったり，日常業務として確立されて
いたり，頻繁な会議であったりする。これらのことがお互いの新しい関係の
進展を通じて改善がなされ，コスト削減を可能とすることに役立つ。２組織
間関係における共通の課題は，信頼関係の重要性についてである。組織がお
互いに信頼しあい，オープンになることで，お互いから受け取る情報の信頼
度を高めることができる。
D領域
Kajüter and Kulmala（２００５）は，ドイツの自動車製造企業のネットワー
クを調査した。ネットワーク組織において，機能横断的かつ企業横断的な
チームや無償での技術サポートなど，より非公式なコントロールメカニズム
が機能してオープンブックマネジメントがうまく実行されていたことを明ら
かにした。
Håkansson and Lind（２００４）は，スウェーデンの通信事業者エリクソン
とテリアのサブユニットマネジャー間の組織間関係の構築において，組織内
部の会計がどのように重要な役割を果たしているのかを示している。サブユ
ニットの意思決定権限，２社のサブユニット間の協調と，競争とコンフリク
トといった異なる構造の複雑な混合状態の中で，責任会計，予算，報酬制
度，利益の測定という会計がお互いに部分的に重なりながら新しい組織ユ
製品開発における水平的組織間コントロールシステム ６５
表２ 組織間関係の特徴
ニットを形成している。エリクソンのサブユニットマネジャーのインセン
ティブ制度は，あらかじめ決められた地域における顧客のパフォーマンスに
強く結び付けられている。エリクソンとその顧客との境界はあいまいで，エ
リクソン内のサブユニットは時によって競合関係にもなる。ここでのインプ
リケーションは，サブユニットがその目的を達成するためには社内外の他の
ユニットとの協調を得る必要があるということである。部分的に重複する会
計責任は，ユニット間の互いの相互関係を持つような影響力を持つというこ
とである。会計は組織デザイン全体に埋め込まれているため，会計の間接的
効果が果たす役割が非常に大きくなってきている。
Mourtisen and Thrane（２００６）は，中小規模の企業からなる３つのネッ
トワーク組織を研究し，いくつかのコントロールメカニズムを見つけ出し
た。それらは，移転価格，ネットワークセンターへ支払われる料金，知的資
産についての声明，ネットワークへの参加にあたっての相互評価などであっ
た。こういったコントロールメカニズムがそれぞれの組織独自の目的やビ
ジョンを持ちながらネットワークを形成していた。このように，ネットワー
ク組織内においても参加企業の目的やビジョンは様々に異なっていた。さら
に，コントロールメカニズムは，形成されたネットワークの安定性や予測可
能性を強化していた。
D領域においては，ネットワーク組織において会計の間接的な影響やイン
フォーマルコントロールメカニズムが重要な役割を演じていることが明らか
にされていることが分かった。
以上の結果，表２のようにまとめることができる。
これから分かることは，従来の垂直的な組織間関係においてはフォーマル
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に詳細なマネジメントが成果に結び付く一方，水平的な組織間関係では組織
間の信頼度や情報共有，インフォーマルな関係の重要性が高いという大きな
違いがみられる。これらの結果は，中野（２０１１），寺本（１９９０），Watkinsら
（１９９３）の社会学や経済学における知見とも整合性が高い。
５ 仮説の導出
以上のレビューより，ネットワーク組織と製品革新性，コントロールの難
易度や性質についての仮説導出を試みることにする。さらに，ネットワーク
組織の特徴を生かし，高いパフォーマンスを得る可能性が高める製品開発コ
ストマネジメントとはどのようなものであるかを明らかにするために今後必
要となる情報をまとめる。なお，以下の仮説は，本研究においてはとりあえ
ずのまとめという位置づけにとどめ，検証は別の研究機会において試みる。
１．ネットワーク組織の大きさと製品開発革新性の関係
ネットワーク構造を持つ製品開発組織の特徴は，組織社会学や経済学など
の知見から，従来型の組織と比べて製品開発に関する能力が高いポテンシャ
ルを持っていると考えられる。このイノベーションを生み出すポテンシャル
は，ただ単に対立する価値基準を持った組織がネットワークを構成すればよ
いというわけではなく，ノードを構成する組織間において異分野の境界を乗
り越えた統合が必要であった。ノード数や紐帯数が大きい，すなわちネット
ワーク組織が大きければ，異なる価値観がぶつかりあう頻度が高まり，製品
開発の革新性は高まるといえる。さらに，多くのノードがネットワーク組織
外部との接触機会の頻度が高まり，このことが多くの異なる情報を集め，製
品革新性につながる。
仮説１：ネットワークのノード数や紐帯数が多いほど，組織内部の統合が生
まれ，かつ外部とのやり取りが増え，製品開発革新性が高まる。
２．ネットワーク組織の大きさと組織維持の関係
ネットワークを構成する組織の数を検討する。既存のネットワーク組織の
研究や，会計研究から想定できるように，現実の世界においてはネットワー
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ク関係による製品開発よりも，ダイアド（２組織間関係）の関係の比率が高
い。ネットワーク組織が大きくなれば，多数のノードや紐帯から構成される
ネットワーク組織によって，より優れた製品開発の可能性が想定できたとし
ても，ネットワーク内部のコミュニケーション，ネットワーク組織の外部と
のやりとりが増え，組織としての維持が難しくなる可能性がある。さらに，
現実にはネットワーク組織を開始し，維持するためのベースとなる組織や会
計の知識が十分ではないと考えられる。そのため，ネットワーク組織の大き
さ（ノード数や紐帯数）が大きくなればなるほど，ネットワークを維持して
いくことの困難性が高まる可能性はある。
仮説２：ネットワークのノード数や紐帯数が多いほど，組織のコントロール
パワーや外部とのやり取りが増えるため，ネットワーク組織を維持する困難
性が高まる。
３．ネットワーク組織の中心性と組織維持の関係
ネットワーク組織では，対立する価値基準を持った組織異分野の境界を乗
り越えて統合を果たさなければ，革新性の高いイノベーションを生み出すこ
とはできない。ネットワーク組織におけるコントロール体系やパワー関係が
安定するためには，ネットワーク中心性が高いことが有利に働くと考えられ
る。
仮説３：ネットワーク組織の中心性が高いほど，中心となるノードにコント
ロールに関係するパワーやノウハウが集中するため，ネットワーク組織を維
持する困難性が低下する。
４．コントロールシステムの明確さと組織維持の関係
従来の組織と比較して，ネットワーク組織は比較的緩い結合からなってい
る。このような組織を維持し，製品開発を成功させるためには，各ノードや
それぞれの紐帯の約束事などの集合であるコントロールシステムの役割が重
要である。ネットワーク組織としてのコントロールシステムが明確であれ
ば，そのネットワーク組織は安定的に維持されやすい。
仮説４：ネットワーク組織を維持するためのコントロールシステムが明確で
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表３ Kratzerら（２００８）の検証結果
あるとネットワーク組織の維持の困難性が低下する。
５．ネットワークとサブ（下位）ネットワークのコントロールシステム
ネットワーク組織の一部として，より範囲の限られたタスクを持ったサブ
ネットワークにおいては，ノード数や紐帯数が限られ，異なる価値観がぶつ
かりあう頻度は上位のネットワークよりは減少し，さらにサブネットワーク
に属するノードがネットワーク組織外部と接触する機会も少ない。そのた
め，サブネットワークにおけるコントロールシステムは，上位のネットワー
クにおけるコントロールシステムよりも詳細で頻繁であると考えられる。
仮説５：ネットワーク組織全体で有効に機能するコントロールシステムと比
較して，サブネットワーク組織で有効に機能するコントロールシステムはよ
り詳細で頻繁なものになる。
６ ネットワーク組織による開発に関する先行研究
１．Kratzerら（２００８）は，宇宙産業における製品開発を研究し，公式な組
織構造とインフォーマルなコミュニケーションネットワークについて，次の
５つの仮説について表３のように検証を行っている。
２．Kuen-Hung Tsai（２００９）は，台湾技術革新調査データベース（TTIS）
を用いて，吸収的知的能力の視点から，製品開発におけるネットワーク組織
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のインパクトを調査した。その結果，を以下に示す。
１）吸収的知的能力は，技術的に新しい製品・改良された製品のパフォーマ
ンスに正の影響を与える。２）サプライヤーの共同と大きくではなく，少しだ
け変更された新製品のパフォーマンス間の関係における吸収的知的能力は，
企業規模と産業のタイプによって異なる。３）吸収的知的能力は，顧客の協力
と少しだけ変更された製品の関係に正の影響を及ぼす。４）吸収的知的能力
は，競合との協力と大企業の少しだけ変更された製品の関係に正の影響を及
ぼす。５）吸収的知的能力は，研究組織との協力と技術的に新しい製品・改善
された製品との関係に正の影響を及ぼす。他方，吸収的知的能力は，少しだ
け変更された製品の研究組織との共同の制の影響を及ぼす。
さらに，異なるタイプのパートナーと共同することが知識ネットワークの
多様性を高め，共有されるべき知識の多様性が高まることによって製品革新
の達成度を高める。また，組織内R&Dで形成された吸収的知的能力が，知
識の分散の程度と製品革新パフォーマンスの関係に影響を及ぼすとしてい
る。
３．ネットワーク組織による開発のケース（リュープリン）（タケダ・アボッ
トによる前立腺がん治療剤）
１）協調関係の形成時に，タケダ，アボット両社にゲートキーパーが存在し
た。協調行動によって初めて実現されうるような成果を意図的に狙って組織
が形成された。２）短い周期（週１回）でコミュニケーションを取ったことが
協調関係の維持に有効であった。作業分担，プロジェクトチームの構成，情
報交換，利益配分について，事前打ち合わせを行っている。３）タケダは合
成，アボットはスクリーニングと専門技術が分解可能であったため，技術漏
えいの可能性が低く，協調できた。アボット側は，甲状腺刺激ホルモン放出
ホルモンTRHや黄体形成ホルモン放出ホルモンLH-RHを妊娠促進剤として
研究してきていた。しかし，ペプチド合成に関する技術蓄積が多くなく，タ
ケダの学会誌発表論文から構成技術を推察し，共同研究を持ちかけた。タケ
ダは，天然のLH-RHの８０倍の活性を持つTAP-１４４を発見した。アボット側
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表４ 京都試作ネットの構成企業とグループ
の研究から，より効果的な前立腺がん，乳がん治療薬の開発へと目的を変更
した。タケダは，一回投与で１か月間効果が持続する製剤を開発した。
４．ネットワーク組織による開発のケース
京都試作ネットは，施策の特化したソリューションサービスを提供してい
る。この組織の特徴は，課題解決型組織，産業集積型郷土への貢献を目指
す，新メンバーの選抜，中核的なチームの役割の相互補完性と信頼関係にあ
る。京都試作ネットの構成企業とその役割分担を表４に示す。
京都試作ネットの特徴は，次の３点にあるとしている。１）日本一の試作品
政策集団を形成し，「どこよりも早い」をセールスポイントにする。２）地場
のあらゆる産業と連携して京都を一台試作加工集積地にする。３）商品開発初
期段階から顧客と一緒に参画し，加工業者から提案し，顧客の開発の効率化
を図る。
７ ケース研究
香川大学工学部の能見研究室を中心として，香川衛星開発プロジェクト
STARSが行われていた。このプロジェクトの目的は，超小型衛星を開発し，
市場で高い技術を持つロボットを宇宙において実用化することにある。２００５
年に開始し，２００９年１月に打ち上げを成功している。このプロジェクトに
おいては，約２０組織との共同開発プロジェクトとなっている。主な組織を，
表５にまとめる。
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表５ 香川衛星開発プロジェクトにおける主要参加メンバー
表６ 香川衛星開発プロジェクトSTARSの構成メンバーの活動インセンティブ
表６は，ネットワークを構成する主な組織へのインタビュー調査の結果を
まとめたものである。当該プロジェクトへの参加するきっかけや開発作業へ
のインセンティブは，それぞれ異なっている。参加に至るプロセスはイン
フォーマルな関係に基づくものであり，参加目的は経済的なものではないこ
とが見て取れる。参加企業の付随効果として，優秀な学生が就職活動を行っ
てきたことも挙げられる。
香川衛星開発プロジェクト第１弾は成功し，第２弾も継続して活動した。
主要な組織は継続して参加した。このプロジェクトは，営利目的ではないに
もかかわらず，プロジェクトが成功しているのは，複数組織が比較的役割分
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担がうまくなされていることと，各組織が営利以外の目的であっても，それ
が製品開発を成功させることへのインセンティブとなっていることにあっ
た。ネットワーク組織においては，インフォーマルな目的やきっかけが，重
要な動機づけ要因となって働いていたことが重要な要因であった。
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Control Systems of Horizontal Network Organization
in Product Development
YAMADA Ichiro
The aim of this paper is to investigate 1) the difference between
property of vertical network organization and one of horizontal network
organization in product development, and 2) which property of vertical
network organization introduces high performance in product development.
After the reviewing about inter-organizational theory in sociology, and
accounting which is close to network organization, it becomes clear that 1)
formal and detailed management concludes high performance in vertical
inter-organization, 2) on the other hand, reliability and/or information
sharing, informal relationship are important factors in the horizontal
network organization.
After discussing in settlement of prior research, five hypotheses are
introduced at the moment. Then, four case researches are discussed.
Finally, case of artificial satellite development in Kagawa University is
studied. The results show the consistency between prior researches and
the case.
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